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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

  平成 22 年６月 25 日に提出いたしました第 36 期（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31

日）有価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有

価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第２ 事業の状況 

  ７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３【訂正個所】 

  訂正個所は    を付して表示しております。 

 

第一部 【企業情報】 

第２ 【事業の状況】 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  （訂正前） 

  (1)～(3) ＜省略＞ 

(4）経営者の問題意識と今後の方針 

＜省略＞ 

このような状況の中、当社グループは、賃貸住宅分野でのシェア拡大に注力してまいります。

中長期経営目標として、貸家住宅着工戸数においてシェア 15％以上の継続（当期シェア 11.6％）

を獲得することを設定しています。当社グループは、“賃貸建物経営の全てをお任せいただく”

独自の「賃貸経営受託システム」を通して、土地所有者の方からお預かりした資産（賃貸建物）

の効率的活用を追求し、お客様にとって価値ある資産運用の提供に努めてまいります。営業担

当者の増強、育成強化、各市場ニーズに合致した商品ラインナップの強化を図るとともに、お

客様（土地所有者）の賃貸建物の建築資金をご融資いただく各金融機関との情報交換を密にし、

友好関係の維持に努めてまいります。 

      ＜省略＞ 

 

    （訂正後） 

    (1)～(3) ＜省略＞ 

(4）経営者の問題意識と今後の方針 

＜省略＞ 

このような状況の中、当社グループは、賃貸住宅分野でのシェア拡大に注力してまいります。

中長期経営目標として、受注工事高年間 6,000 億円水準への（業界における着工シェア 15％以

上の継続）達成を目指します。当社グループは、“賃貸建物経営の全てをお任せいただく”独自

の「賃貸経営受託システム」を通して、土地所有者の方からお預かりした資産（賃貸建物）の

効率的活用を追求し、お客様にとって価値ある資産運用の提供に努めてまいります。営業担当

者の増強、育成強化、各市場ニーズに合致した商品ラインナップの強化を図るとともに、お客

様（土地所有者）の賃貸建物の建築資金をご融資いただく各金融機関との情報交換を密にし、

友好関係の維持に努めてまいります。 

      ＜省略＞ 
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